
11　健全かつ安定的な運営の持続に向けて

10　今後の上下水道料金のあり方（令和８～17年度）

上下水道料金等のあり方について

第４回 帯広市公営企業経営審議会

令和７年８月25日（月）

８　今後の上下水道施設整備のあり方（令和８～17年度）

９　今後の収支見通し（令和８～17年度）
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８　今後の上下水道施設整備のあり方（令和８～17年度）

(1)　水道施設整備

(2)　下水道施設整備

(4)　農村下水道施設整備

(3)　簡易水道施設整備
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　※その他は、メーター整備や職員給与費等

８-(1)　水道施設整備

今後の建設改良費

建設改良費（税込）
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(億円)
建設改良費の推移

老朽管更新、

管路耐震化事業

施設改修、

施設耐震化等事業

その他

（単位：百万円）

Ｒ３～７合計 Ｒ８～12合計 Ｒ13～17合計

老朽管更新、
管路耐震化事業

3,918 6,009 6,032

施設改修、
施設耐震化等事業

1,431 525 1,024

その他 3,492 3,399 3,550

合　 計 8,841 9,933 10,606

〇今後10年間の建設改良費全体では、現行の料金算定期間に比べて事業費の

増加を見込む
・老朽管更新、管路耐震化事業は、加速化させるため事業費を増加

・施設改修、施設耐震化事業は、耐震化が概ね完了したことや大規模な

施設改修が少ないことから事業費は減少
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(単位:百万円)

R7～ 整備延長合計

８-(1)　水道施設整備

①R3～7 ②R8～12 ③R13～17

整備延長 41,212m 14,322m 34,008m

備考
実績 見込み ②-①増△減 見込み ③-②増△減

老朽管更新
事業

事業費 3,494 1,319

整備延長 2,952m 33,151m 13,024m

管路耐震化
事業

事業費 424 4,690 1,900

4,132

(0.4%)

整備延長 44,164m 47,473m 3,309m 47,032m △ 441m

49,127m

合計

事業費 3,918 6,009 2,091 6,032 23

(53.4%)

(7.5%) (△0.9%)

〇老朽管更新、管路耐震化事業については、「帯広市上下水道耐震化計画」に基づき、令和

14年度までに急所施設（送水管）の耐震化や重要施設に接続する配水管の耐震化を完了

させる

今後も毎年度、目標耐用年数を超過する塩化ビニール管や鋳鉄管が発生してくるため、

現行の料金算定期間よりも事業量を上積みして計画的に更新

〇全管路延長に対する耐震適合率は、上下水道ビジョンで定めている令和11年度末で90％

の目標を目指して取り組み、令和12年度以降も引き続き計画的に事業を実施

１．老朽管更新、管路耐震化事業
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今後の老朽管更新、管路耐震化事業（詳細）

（単位：百万円）

R8 見込み R9 見込み R10 見込み R11 見込み R12 見込み 合計

事業費 357 341 180 140 301 1,319

整備延長 4,284m 3,952m 2,009m 1,176m 2,901m 14,322m

事業費 866 857 976 1,035 956 4,690

整備 延長 8,063m 5,838m 6,807m 6,549m 5,894m 33,151m

事業費 1,223 1,198 1,156 1,175 1,257 6,009

整備 延長 12,347m 9,790m 8,816m 7,725m 8,795m 47,473m

老朽管更新
事業

管路耐震化
事業

合計

（単位：百万円）

R13 見込み R14 見込み R15 見込み R16 見込み R17 見込み 合計

事業費 248 261 1,204 1,209 1,210 4,132

整備延長 2,332m 2,476m 9,700m 9,800m 9,700m 34,008m

事業費 952 948 1,900

整備 延長 6,237m 6,787m 13,024m

事業費 1,200 1,209 1,204 1,209 1,210 6,032

整備 延長 8,569m 9,263m 9,700m 9,800m 9,700m 47,032m

老朽管更新
事業

管路耐震化
事業

合計
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８-(1)　水道施設整備

令和７年度～令和11年度までの５年間（以降５年毎に更新）

目 標

計 画 期 間

上下水道耐震化計画（水道事業分）

〇令和６年1月1日に発生した能登半島地震を踏まえ、浄水場や取水施設などの

「急所施設」と「避難所等の重要施設に接続する上下水道管路等」の耐震化

を進めるため「上下水道耐震化計画」を策定

策定の背景

急所施設の耐震化

〇５年間で中島配水池への送水管の耐震化を完了

避難所等の重要施設に接続する上下水道管路等

〇概ね10年間で配水管の耐震化を完了

耐震適合率

Ｒ６末 Ｒ11末 目標 Ｒ16末 目標

浄水場、取水施設、配水池等 100% ― ―

送水管 (未耐震 2,150m) 83% 100% ―

耐震適合率

Ｒ６末 Ｒ11末 目標 Ｒ16末 目標

配水管 (未耐震 46,977m) 60% 85% 100%

第３回資料再掲

※今後廃止予定施設を除く
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【参考】労務費・材料費の高騰

〇近年、上下水道工事の設計に使用する労務費や材料費が急激に上昇
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８-(1)　水道施設整備

〇国などから示されている更新基準を参考に、目標耐用年数を電気・機械設備は

30年、計装設備は15年と設定し計画的に更新

＜主な事業内容＞

・南町配水池 Ｒ９～Ｒ11 電気・機械設備の更新 （事業費 111百万円）

Ｒ９～Ｒ10 アナログ回線の廃止に伴うデジタル回線への機器更新

（事業費 188百万円）

・稲田浄水場 Ｒ12～Ｒ14 札内川の伏流水を取水するための取水埋渠を改修

（事業費 285百万円）

Ｒ13～Ｒ14 送配水施設の計装設備を更新 （事業費 382百万円）

Ｒ16～Ｒ17 浄水棟の計装設備を更新 （事業費 266百万円）

２．施設改修、施設耐震等事業

(単位:百万円)

①R3～7

実績 見込み ②-①増△減 見込み ③-②増△減

施設改修事業 事業費 1,008 472 △ 536 1,024 552

施設耐震化等事業 事業費 423 53 △ 370 0 △ 53

合計 事業費 1,431 525 △ 906 1,024 499

②R8～12 ③R13～17
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施設改修事業・施設耐震化等事業（詳細）

（単位：百万円）

R8 見込み R9 見込み R10 見込み R11 見込み R12 見込み 合計 備考

0 64 206 62 140 472

取水埋渠 実施設計 更新工事(1/3) R12～14工事

送配水
計装設備

実施設計 R13～14工事

導水
計装設備

実施設計 R14～15工事

中島配水場
分水施設
計装設備

実施設計 R13工事

電気・機械
設備

更新工事

テレメーター 更新工事

その他
配水ブロック
監視システム

システム更新

5 0 48 53

中島配水場 緊急遮断弁 実施設計 設置工事

施設耐震化等事業　合計

南町配水場

稲田浄水場

施設改修事業　合計
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施設改修事業・施設耐震化等事業（詳細）

(単位：百万円）

R13 見込み R14 見込み R15 見込み R16 見込み R17 見込み 合計 備考

354 382 5 145 138 1,024

取水埋渠
更新工事
(2/3)

送配水
計装設備

更新工事

導水
計装設備

更新工事

浄水棟
計装設備

実施設計 更新工事

中島配水場
分水施設
計装設備

更新工事

南町配水場
流入弁室
計装設備

実施設計 R19工事

別府配水池 計装設備 実施設計 R18工事

配水ブロック
監視システム

機器更新工事

塩素測定器 更新工事

稲田浄水場

その他

施設改修事業　合計
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※その他は、道路整備等に伴う管渠の移設や職員給与費等

８-(2)　下水道施設整備

今後の建設改良事業

建設改良費（税込）
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(億円)
建設改良費の今後の見通し

浸水対策 管渠長寿命化更新 汚水処理統合

施設改修 流域下水道建設 その他

（単位：百万円）

Ｒ３～７合計 Ｒ８～12合計 Ｒ13～17合計

浸水対策 2,001 1,736 1,851

管渠長寿命化更新 489 1,558 1,770

汚水処理統合 2,834 3,580 0

施設改修 24 940 3,015

流域下水道建設 485 751 684

その他 613 1,065 1,280

合　　計 6,446 9,630 8,600

〇今後10年間の建設改良費全体では、現行の料金算定期間に比べて事業費の

増加を見込む
・管渠長寿命化更新事業は、老朽管の増加や耐震化実施のため事業費を増加

・汚水処理施設統合事業は、圧送管整備の継続やポンプ場建設などの工事の本格化

により、事業完了のＲ12まで事業費が増

・施設改修事業は、統合以降も雨水処理などとして必要となる設備の更新や耐水化の

実施により事業費が増加
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８-(2)　下水道施設整備

〇大雨による浸水被害の実績やシミュレーション解析に基づき、効果的に浸水リスクの高い

地域の雨水整備を実施

○上下水道ビジョンで定めている令和11年度末の雨水整備率76.3％を目指して取り組み、

令和12年度以降も引き続き計画的に事業を実施

○気候変動に伴う全国的な降雨量の増加や短時間豪雨の頻発を踏まえ、国が示す浸水対策

の考え方に沿って、降雨量の増加に対応できる手法について検討

１．浸水対策事業

（単位：百万円）

※特殊要因分　工業団地の造成に伴う雨水幹線の整備等

1,851 115

44.7ha 52.8ha 8.1ha 54.5ha 1.7ha

2,001

571

①R3～7 ②R8～12 ③R13～17

実績 見込み ②-①増△減 見込み ③-②増△減

合計

通常分

特殊要因分

合計

17.6ha

事業費

整備面積

1,165 1,736

62.3ha

通常分

特殊要因分 836
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８-(2)　下水道施設整備

２．管渠長寿命化更新事業
〇今後も毎年度、耐用年数を超過する下水道管が発生してくるため、現行の料金算定期間よりも

事業量を上積みして、計画的にテレビカメラ調査や管の更新、長寿命化工事を実施

○上記のほか、道路の空洞調査やマンホール内部の目視点検など、定期的な調査や清掃、点検を

これまでと同様に継続して実施し、事故の未然防止に努める。

〇上下水道耐震化計画に基づき、令和8年度に予定している耐震診断等の結果等により

マンホール浮上防止対策が必要と判定された箇所については、令和11年度までに対策を実施

（単位：百万円）

607

整備延長 2,086m 3,350m 1,264m 6,460m 3,110m

事業費 489 1,163 674 1,770

①R3～7 ②R8～12 ③R13～17

実績 見込み ②-①増△減 見込み ③-②増△減

下水道耐震化(マンホール浮上防止対策)

（単位：百万円）

R8～12　計

事業費 31 175 150 70 - 426

R8 見込み R9 見込み R10 見込み R11 見込み R12 見込み

浮上対策
110基

内　容 耐震診断
浮上対策
50基

浮上対策
40基

浮上対策
20基

-
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※下水道耐震化を除く

※下水道耐震化を除く

今後の浸水対策事業・長寿命化更新事業（詳細）

(単位:百万円)

(単位:百万円)

R8 見込み R9 見込み R10 見込み R11 見込み R12 見込み 合計

324 328 342 383 359 1,736

10.9ha 10.9ha 10.9ha 12.1ha 8.0ha 52.8ha

119 127 281 310 326 1,163

210m 200m 980m 980m 980m 3,350m

浸水対策
事業

事業費

整備面積

管渠長寿命化
更新事業

事業費

整備延長

R13見込み R14見込み R15見込み R16見込み R17見込み 合計

363 366 370 374 378 1,851

10.9ha 10.9ha 10.9ha 10.9ha 10.9ha 54.5ha

250 332 392 396 400 1,770

980m 980m 1,500m 1,500m 1,500m 6,460m

浸水対策
事業

事業費

整備面積

管渠長寿命化
更新事業

事業費

整備延長
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８-(2)　下水道施設整備

３．汚水処理施設統合事業
〇汚水処理施設統合事業計画に基づき、令和11年度から十勝川浄化センターでの

汚水処理の統合を目指し、ポンプ場建設や管渠工事を実施

(単位:百万円)

①R3～7

実績 見込み ②-①増△減 見込み ③-②増△減

事業費 2,834 3,580 746 ー ー

②R8～12 ③R13～17

（単位：百万円）

R8 見込み R9 見込み R10 見込み R11 見込み R12 見込み Ｒ8～12計 備考

773 1,001 1,382 339 85 3,580

ポンプ場建設
・R7～10
　　4か年事業

着水井改築

着水井
電気・機械工事

改修工事

478m 591m 442m 1,511m
・R4～10
　　7か年事業

事業費

ポンプ場

一時貯留槽

管渠

着水井
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汚水処理施設統合事業計画（概要図）

（合流区域）

（分流区域）

十勝川浄化センター

十勝川処理区
帯広川処理区

接続管(新設)

中継ポンプ場(新設)

帯広川処理場

北海道幹線（既設）

帯広市幹線（既設）

汚　水　管（新設）

凡  例

第３回資料再掲
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汚水処理施設統合事業（施設概要図）
帯 広 川

弁操作室

No.1ガスタンクNo.2ガスタンク
最初沈殿池

上水ポンプ室余剰ガス燃焼装置脱硫器室

エアレーションタンク

最初沈殿池

最初沈殿池
最終沈殿池

汚泥脱水棟

脱臭室 沈砂池

管理棟(A) 高速ろ過施設
電気棟

最終沈殿池

次亜塩消毒ﾀﾝｸ

注入室

No.2汚泥消化ﾀﾝｸ No.1汚泥消化ﾀﾝｸ

余剰汚泥貯留槽 第２沈砂池棟

管理棟(B)

弁操作室

No.3汚泥消化ﾀﾝｸ 機械濃縮棟し渣処理棟

汚泥洗浄ﾀﾝｸ

脱臭室

No.2汚泥濃縮ﾀﾝｸ No.1汚泥濃縮ﾀﾝｸ

旧 帯広 川

全体平面図  S=1/500

№3汚泥 循環 水ﾎ ﾟﾝﾌ ﾟ№1 汚泥 循 環 水ﾎ ﾟﾝﾌ ﾟ

№ 3し 渣 搬 送 機

№ 2し 渣 搬 送 機

№ 1 細 目 自 動 除 塵 機
沈 砂 し 渣 洗 浄 装 置 № 1揚 砂 機

№ 1 し 渣 搬 送 機

№ 2 細 目 自 動 除 塵 機
し 渣 脱 水 機 № 2 揚 砂 機

№ 4 し 渣 搬 送 機

し 渣 ホ ッ パ

滅菌池改築

令和４～７年度計画

着水井改築

令和１１・１２年度計画

ポンプ建設

令和７～10年度計画

一時貯留槽改修

令和１０・１１年度計画

完成済み・工事中

今後着手予定

凡 例

旧沈殿池撤去

令和５年度実施済み

沈殿池改修

令和３年度

実施済み

第３回資料再掲
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８-(2)　下水道施設整備

４．施設改修事業

(単位:百万円)

①R3～7

実績 見込み ②-①増△減 見込み ③-②増△減

事業費 24 940 916 3,015 2,075

②R8～12 ③R13～17

〇汚水処理を統合した後も、雨水処理などとして必要となる施設については、国などから

示されている更新基準などを参考に、施設の目標耐用年数を電気・機械設備は30年、

計装設備は15年と設定し、計画的に更新

○河川氾濫などの災害時にも、施設内部への浸水を防ぎ、下水道機能を確保するため、

沈砂池や管廊などの耐水化工事を実施

＜主な事業内容＞

・R10 一時貯留槽の覆蓋の更新（事業費 249百万円）

沈砂池・管廊の耐水化工事（事業費 372百万円）

・R12～R15 第２沈砂池の沈砂・ポンプ等の機械設備更新、受変電設備更新（事業費 1,066百万円）

・R13～R16   電気棟の受変電・制御設備等の更新（事業費 856百万円）

・R14～R16   一時貯留槽の建物構内の防食塗装の更新（事業費 304百万円）

・R15～R17   第１沈砂池の沈砂・ポンプ等の機械設備更新（事業費 635百万円）
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帯 広 川

弁操作室

No.1ガスタンクNo.2ガスタンク
最初沈殿池

上水ポンプ室余剰ガス燃焼装置脱硫器室

エアレーションタンク

最初沈殿池

最初沈殿池
最終沈殿池

汚泥脱水棟

脱臭室 沈砂池

管理棟(A) 高速ろ過施設
電気棟

最終沈殿池

次亜塩消毒ﾀﾝｸ

注入室

No.2汚泥消化ﾀﾝｸ No.1汚泥消化ﾀﾝｸ

余剰汚泥貯留槽 第２沈砂池棟

管理棟(B)

弁操作室

No.3汚泥消化ﾀﾝｸ 機械濃縮棟し渣処理棟

汚泥洗浄ﾀﾝｸ

脱臭室

No.2汚泥濃縮ﾀﾝｸ No.1汚泥濃縮ﾀﾝｸ

旧 帯広 川

全体平面図  S=1/500

№3汚泥 循環 水ﾎ ﾟﾝﾌ ﾟ№1 汚泥 循 環 水ﾎ ﾟﾝﾌ ﾟ

№ 3し 渣 搬 送 機

№ 2し 渣 搬 送 機

№ 1 細 目 自 動 除 塵 機
沈 砂 し 渣 洗 浄 装 置 № 1揚 砂 機

№ 1 し 渣 搬 送 機

№ 2 細 目 自 動 除 塵 機
し 渣 脱 水 機 № 2 揚 砂 機

№ 4 し 渣 搬 送 機

し 渣 ホ ッ パ

電気棟

第２沈砂池

高速ろ過

一時貯留槽

中継

ポンプ場

沈殿池

滅

菌

池

着水井

第１沈砂池

管 廊

施設改修事業（施設概要図）

統合後不要となる施設

凡 例

今後10年間で更新予定の施設

耐水化を行う施設
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今後の施設改修事業（詳細）

（単位：百万円）

R8 見込み R9 見込み R10 見込み R11 見込み R12 見込み Ｒ8～12計

32 651 36 221 940

第１沈砂

第２沈砂
電気、機械実施設計 スクリーン設備更新

防食塗装

槽覆蓋実施設計 槽覆蓋更新等

電気実施設計

耐水化実施設計 耐水化工事

R13 見込み R14 見込み R15 見込み R16 見込み R17 見込み Ｒ13～17計

674 621 1,039 416 265 3,015

第１沈砂
電気、機械実施設計 スクリーン設備更新 沈砂設備更新 ポンプ設備更新

第２沈砂
沈砂設備更新 ポンプ設備更新

受変電設備更新等
制御設備更新
計測設備更新

建物構内
　　防食塗装

受変電設備更新
無停電設備更新

制御設備更新
計測設備更新

中央監視
　更新実施設計

電気、機械実施設計 電気、機械設備更新

事業費

沈
砂
池

高速ろ過

電気棟

処理場耐水化

一時貯留槽
（反応タンク）

事業費

電気棟

沈
砂
池

高速ろ過

処理場耐水化

一時貯留槽
（反応タンク）
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　※その他は、メーター整備や職員給与費等

８-(3)　簡易水道施設整備

今後の建設改良費

建設改良費（税込）

7.4 8.5 

13.1 

2.1 
2.6 

1.3 

1.1 
0.9 

1.3 

10.6 
12.1 

15.7 

0

5

10

15

20

Ｒ３～７合計 Ｒ８～12合計 Ｒ13～17合計

(億円)
建設改良費の推移

受水切替、

管路耐震化事業

施設改修事業 その他

（単位：百万円）

Ｒ３～７合計 Ｒ８～12合計 Ｒ13～17合計

受水切替、
管路耐震化事業

740 851 1,308

施設改修事業 212 263 132

その他 110 91 129

合　 計 1,062 1,205 1,569

〇今後10年間の建設改良費全体では、現行の料金算定期間に比べて事業費の

増加を見込む
・老朽管更新、管路耐震化事業は、耐震化事業に着手するため事業費を

上積して実施
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(単位:百万円)

８-(3)　簡易水道施設整備

①R3～7 ②R8～12 ③R13～17
備考

実績 見込み ②-①増△減 見込み ③-②増△減

1,308

管路耐震化
事業

事業費 0 567 527

受水切替
事業

事業費 740 284 781

457

(15.0%) (53.7%)
合計 事業費 740 851

111

１．受水切替、管路耐震化事業
〇受水切替事業については、川西地区での安定した水道水供給を確保するため、川西浄水

場へ接続する送水管の布設及び施設の耐震化を令和20年度までに完了を目指し、事業

を実施

〇管路耐震化事業については、令和７年１月に策定した「帯広市上下水道耐震化計画」に

基づき、今後10年間で約11億円を投資し、急所施設及び重要施設に接続する水道管路の

耐震化を実施
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今後の受水切替、管路耐震化事業（詳細）

（単位：百万円）

R8 R9 R10 R11 R12 合計

管路耐震化
事業

事業費 22 124 152 134 135 567

受水切替
事業

事業費 45 30 56 0 153 284

合計 事業費 67 154 208 134 288 851

（単位：百万円）

R13 R14 R15 R16 R17 合計

受水切替
事業

事業費 80 200 200 180 121 781

管路耐震化
事業

事業費 169 88 89 90 91

1,308

527

合計 事業費 249 288 289 270 212
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８-(3)　簡易水道施設整備

目 標

上下水道耐震化計画(簡易水道事業分)

急所施設の耐震化

〇概ね30年間で浄水場などの耐震化の完了を目指す

〇今後５年間では、川西浄水場受水切替のための送水管整備を進める

避難所等の重要施設に接続する上下水道管路等

〇概ね30年間で配水管の耐震化を完了を目指す

〇今後５年間では、指定避難所に接続する配水管の耐震化を進める

耐震適合率

Ｒ６末 Ｒ11末 目標 Ｒ16末 目標

配水管 (未耐震 40,447m) 32% 37% 46%

第３回資料再掲
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８-(3)　簡易水道施設整備

２．施設改修事業

(単位:百万円)

①R3～7

実績 見込み ②-①増△減 見込み ③-②増△減

事業費 212 263 51 132 △ 131

②R8～12 ③R13～17

〇国などから示されている更新基準を参考に、目標耐用年数を電気・機械設備は

30年、計装設備は15年と設定し計画的に更新

＜主な事業内容＞

・岩内浄水場 Ｒ８ 電気機械設備の更新（Ｒ6～Ｒ8 継続工事）

（事業費 138百万円）

・大正配水池 Ｒ９～Ｒ11 計装設備の更新 （事業費 104百万円）

Ｒ15～Ｒ17 電気機械設備の更新（事業費 89百万円）
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施設改修事業・施設耐震化等事業（詳細）

(単位：百万円）

R8 見込み R9 見込み R10 見込み R11 見込み R12 見込み 合計 備考

138 43 8 74 0 263

ポロシリ
ポンプ室

計装設備
更新工事

電気・機械
実施設計

拓成
ポンプ室

計装設備
更新工事

電気・機械
実施設計

岩内地区
電気・

機械設備
更新工事(3/3)

受水施設
計装設備

計装設備
更新工事

配水池
計装設備

計装設備
更新工事

(単位：百万円）

R13 見込み R14 見込み R15 見込み R16 見込み R17 見込み 合計 備考

43 0 4 0 85 132

ポロシリ
ポンプ室

電気・機械
実施設計

拓成
ポンプ室

電気・機械
実施設計

大正地区
配水池電気・

機械設備
実施設計 更新工事

川西地区

川西地区

大正地区

施設改修事業　合計

施設改修事業　合計
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　※その他は、受益者負担金等業務費や職員給与費等

８-(4)　農村下水道施設整備

今後の建設改良費

建設改良費（税込）

3.2 

4.6 4.7 

0.1 

0.2 
0.4 

0.3 

0.5 
0.5 

3.6 

5.3 
5.7 

0

1

2

3

4

5

6

Ｒ３～７合計 Ｒ８～12合計 Ｒ13～17合計

(億円)
建設改良費の推移

個別排水処理

施設整備事業

施設改修事業 その他

（単位：百万円）

Ｒ３～７合計 Ｒ８～12合計 Ｒ13～17合計

個別排水処理
施設整備事業

320 462 473

施設改修事業 10 19 40

その他 28 48 52

合　　計 358 529 565

〇今後10年間の建設改良費全体では、現行の料金算定期間に比べ事業費の

増加を見込む
・個別排水処理施設整備事業は、浄化槽設置単価の上昇などにより

事業費が増加
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８-(4)　農村下水道施設整備

１．個別排水処理施設整備事業

(単位：百万円）

Ｒ8見込み Ｒ9見込み Ｒ10見込み Ｒ11見込み Ｒ12見込み Ｒ8～Ｒ12計

事業費 87 91 94 98 92 462

整備基数 13基 13基 13基 13基 12基 64基

Ｒ13見込み Ｒ14見込み Ｒ15見込み Ｒ16見込み Ｒ17見込み Ｒ13～Ｒ17計

事業費 93 94 94 96 96 473

整備基数 12基 12基 12基 12基 12基 60基

〇農村地域の要望に応じて合併浄化槽を整備
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８-(4)　農村下水道施設整備

(単位：百万円）

Ｒ8見込み Ｒ9見込み Ｒ10見込み Ｒ11見込み Ｒ12見込み Ｒ8～Ｒ12計

事業費 7 6 6 19

整備内容
維持管理
　適正化計画

施設整備
　事業計画

電気設備更新
　実施設計

Ｒ13見込み Ｒ14見込み Ｒ15見込み Ｒ16見込み Ｒ17見込み Ｒ13～Ｒ17計

事業費 40 40

整備内容
マンホールポン
プ、制御盤更新

２．施設改修事業

○令和10年度に維持管理適正化計画を策定し、国庫補助金を活用しながら必要

となる更新事業を実施

＜主な事業内容＞

・Ｒ13 マンホールポンプ、制御盤の更新 （事業費 40百万円）
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①　水道料金収入の見通し
②　今後の収支見通し（水道事業）

①　下水道使用料収入の見通し
②　今後の収支見通し（下水道事業）

①　簡易水道料金収入の見通し
②　今後の収支見通し（簡易水道事業）

①　農村下水道使用料収入の見通し
②　今後の収支見通し（農村下水道事業）

９　今後の収支見通し（令和８～17年度）

(2)　水道事業

(3)　下水道事業

(4)　簡易水道事業

(5)　農村下水道事業

(1)　今後の収支見通しについて
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（水道法施行規則第17条の４第１項及び第４項）

家事用 帯広市人口ビジョンの将来展望人口（中位）の減少率を踏まえて推計
農村下水道事業は、合併処理浄化槽設置基数の増減を考慮

業務用 コロナウィルス感染症による影響を受けていないＨ29からＲ元までの平均
減少率を基に推計

水道・簡易水道事業　　△0.65％
下水道事業　　　　　　△1.89％

「公共工事設計労務単価」における全国全職種平均値の上昇率を基に推計
Ｒ８～Ｒ12 4.0％（Ｒ２～Ｒ６の平均上昇率）
Ｒ13～Ｒ17 1.0％（Ｈ11～Ｒ６の平均上昇率）

・水道料金、下水道使用料

・投資的経費、委託料(施設維持等)、修繕費、撤去費

〇主な試算条件

９-(1)　今後の収支見通しについて

〇試算期間

・水道事業者は、30年以上の長期的な収支の試算を行い、
　10年以上の期間についての収支見通しを作成・公表しなければならない

10年間（令和８～17年度）の収支見通しを作成
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９-(1)　今後の収支見通しについて

「中長期の経済財政に関する試算」におけるベースラインケースの物価上昇率を基に推計
Ｒ８～Ｒ12 0.9％（Ｒ８～Ｒ12の平均上昇率）
Ｒ13～Ｒ17 0.8％（Ｒ13の上昇率）

「中長期の経済財政に関する試算」におけるベースラインケースの賃金上昇率を基に推計
Ｒ８～Ｒ12 1.0％（Ｒ８～Ｒ12の平均上昇率）
Ｒ13～Ｒ17 0.9％（Ｒ13の上昇率）

現行制度を基に推計

・その他の経費

・その他の物件費（動力費、燃料費など）

・職員給与費などの人件費

「公共工事設計労務単価」とは

国土交通省が、国土交通省等の公共工事を対象

として、公共事業従事者の賃金実態を調査する

「公共事業労務費調査」の結果に基づき、国が

公共工事の積算に用いる単価として決定・公表

したもの

「中長期の経済財政に関する試算」とは

内閣府が、今後10年間程度の経済財政の展望を提示する

もので、中長期的な経済財政政策の検討のための基礎情

報として経済財政諮問会議に提出されるもの

ＧＤＰや物価動向等の経済の中長期的な展望を比較考

量できるよう、ベースラインケースと成長実現ケース

の２つのシナリオが示されている
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９-(2)　水道事業　①　水道料金収入の見通し

水道料金収入の見通し（税抜）
〇家事用は、給水人口の減少等に伴い減少傾向
〇業務用も、コロナウィルス感染症流行以前の傾向から減少が続く
〇水道料金収入全体では、
　　令和12年度までの５年間で　　0.8億円の減少
　　令和17年度までの５年間で　　1.3億円の減少

24.2 23.8 23.6 23.7 23.4 23.5 23.4 23.2 23.1 22.9 22.8 22.5 22.3 22.1 22.0 

7.6 7.5 7.7 7.7 7.8 7.7 7.7 7.6 7.6 7.5 7.5 7.5 7.4 7.4 7.3 

1.8 1.6 1.7 1.7 1.7 1.7 1.7 1.7 1.7 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.5 

33.5 32.9 33.0 33.2 32.9 33.0 32.8 32.6 32.4 32.1 31.9 31.6 31.3 31.0 30.8 

10

20

30

40

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

(億円)

家事用 業務用 その他

現行算定期間
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有収水量と水道料金収入の見通し（詳細）

水道料金（税抜） （単位：千㎥、百万円）

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

有収水量 14,281 14,233 14,107 14,021 13,913 13,837 13,677 13,563 13,450 13,360

料金収入 3,296 3,284 3,255 3,235 3,210 3,192 3,156 3,130 3,104 3,083

有収水量 10,978 10,946 10,854 10,792 10,709 10,648 10,521 10,431 10,341 10,266

料金収入 2,349 2,342 2,323 2,310 2,292 2,279 2,252 2,232 2,213 2,197

有収水量 2,730 2,719 2,694 2,677 2,659 2,649 2,625 2,608 2,591 2,581

料金収入 774 771 764 759 754 751 745 740 735 732

有収水量 573 568 559 552 545 540 531 524 518 513

料金収入 173 171 168 166 164 162 159 158 156 154

水道料金
合　　計

家事用

業務用

その他
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〇

９-(2)　水道事業　②　今後の収支見通し

１．当年度純損益

〇収益的収入は、令和13年度に一度増となるが、基本的には水道料金の減少等により

減少が続く

〇収益的支出は、物価上昇等の影響により増加が続く

〇収入の減少、支出の増加に伴い当年度純利益は減少傾向となるが、

令和８～12年度の各年度の純利益は 1.1～3.0億円を確保

令和12～17年度の各年度の純利益は 1.3億円から400万円まで減少

303
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141

67
49
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R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

(億円) 収益的収支と純利益の推移

収益的収入 収益的支出 当年度純損益

(百万円)

(右目盛)

35



水道事業の今後の収支見通し（詳細）

収益的収支（税抜） （単位：百万円）

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

収益的収入 3,889 3,868 3,835 3,802 3,780 3,870 3,843 3,817 3,802 3,793

水道料金 3,296 3,284 3,255 3,235 3,210 3,192 3,156 3,130 3,104 3,083

長期前受金戻入 215 208 205 203 206 208 217 215 224 216

その他収入 378 376 375 364 364 470 470 472 474 494

収益的支出 3,586 3,618 3,622 3,690 3,649 3,685 3,702 3,750 3,753 3,789

受水費 684 683 680 679 643 641 637 634 631 626

減価償却費等 1,736 1,764 1,779 1,838 1,820 1,842 1,865 1,882 1,878 1,895

企業債利息等 159 157 156 157 158 162 170 178 183 190

その他支出 1,007 1,014 1,007 1,016 1,028 1,040 1,030 1,056 1,061 1,078

当年度純損益 303 250 213 112 131 185 141 67 49 4
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〇

〇

９-(2)　水道事業　②　今後の収支見通し

２．累積資金残高

３．企業債残高

〇耐震化事業の加速化や、令和12年度以降、

稲田浄水場の設備更新が重なることなどに

伴い建設改良費が増加

〇累積資金残高は減少傾向となるが、

令和12年度末で11.0億円、令和17年度末で

9.7億円を確保

〇前回の料金改定時に、大規模災害時など

にも安定的な事業運営を維持できる累積

資金残高を、水道料金収入の30％（約10

億円）としており、概ねこの金額を確保

できる見込み

〇企業債の発行抑制により、企業債残高が

令和12年度までの５年間で29.8億円減少、

更に令和17年度までの５年間で14.9億円

減少する見込み
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水道事業の今後の収支見通し（詳細）

資本的収支（税込） （単位：百万円）

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

資本的収入 823 841 976 834 958 1,034 1,056 805 891 886

企業債 299 325 395 289 395 495 515 355 428 427

国庫補助金 261 262 314 314 291 291 287 176 176 173

その他収入 263 254 267 231 272 248 254 274 287 286

資本的支出 2,834 2,841 3,057 2,828 3,051 3,125 3,072 2,591 2,793 2,733

建設改良費 1,859 1,885 2,108 1,901 2,180 2,293 2,315 1,857 2,081 2,060

償還金 975 956 949 927 871 831 757 734 711 673

その他支出 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0

資本的収支不足額 2,011 2,000 2,081 1,994 2,093 2,091 2,016 1,786 1,902 1,847

（単位：百万円）

R8末 R9末 R10末 R11末 R12末 R13末 R14末 R15末 R16末 R17末

累積資金残高 1,622 1,561 1,413 1,294 1,102 994 934 1,018 976 966

企業債残高 13,196 12,565 12,011 11,373 10,897 10,561 10,319 9,940 9,657 9,411
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９-(3)　下水道事業　①　下水道使用料収入の見通し

下水道使用料収入の見通し（税抜）
〇家事用は、処理区域内人口の減少等に伴い減少傾向
〇業務用も、コロナウィルス感染症流行以前の傾向から減少が続く
〇下水道使用料収入全体では、
　　令和12年度までの５年間で　　1.0億円の減少
　　令和17年度までの５年間で　　1.4億円の減少

18.5 18.3 18.3 18.3 18.2 18.2 18.1 18.0 17.9 17.7 17.6 17.4 17.3 17.1 17.0 

8.1 7.8 7.9 7.8 7.7 7.6 7.5 7.3 7.2 7.1 6.9 6.8 6.7 6.5 6.4 

0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 

26.7 26.2 26.2 26.3 26.0 25.9 25.8 25.4 25.2 24.9 24.7 24.4 24.1 23.8 23.6 
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家事用 業務用 浴場用

現行算定期間
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有収水量と下水道使用料収入の見通し（詳細）

下水道使用料収入（税抜） （単位：千㎥、百万円）

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

有収水量 15,900 15,808 15,634 15,503 15,350 15,232 15,026 14,870 14,715 14,586

使用料収入 2,593 2,576 2,544 2,520 2,493 2,471 2,435 2,408 2,380 2,357

有収水量 11,687 11,653 11,555 11,489 11,401 11,336 11,200 11,105 11,009 10,930

使用料収入 1,818 1,813 1,798 1,787 1,774 1,764 1,742 1,728 1,713 1,700

有収水量 3,585 3,527 3,451 3,386 3,321 3,268 3,198 3,137 3,078 3,028

使用料収入 762 750 733 720 706 694 680 667 654 644

有収水量 628 628 628 628 628 628 628 628 628 628

使用料収入 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13

家事用

業務用

浴場用

下水道使用料
収入　　合計
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〇

９-(3)　下水道事業　②　今後の収支見通し

１．当年度純損益

〇収益的収入は、下水道使用料の減少等により減少が続く

〇収益的支出は、物価上昇等の影響により増加が続く

〇収入の減少、支出の増加に伴い当年度純利益は減少傾向となるが、

令和８～12年度までの各年度の純利益は 3.1～6.6億円を確保

令和13～17年度までの各年度の純利益は 2.3億円から0.8億円まで減少
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下水道事業の今後の収支見通し（詳細）

収益的収支（税抜） （単位：百万円）

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

収益的収入 4,933 4,846 4,808 4,757 4,642 4,598 4,562 4,481 4,480 4,357

下水道使用料 2,593 2,576 2,544 2,520 2,493 2,471 2,435 2,408 2,380 2,357

長期前受金戻入 1,040 999 975 1,016 1,020 980 982 917 936 873

その他収入 1,300 1,271 1,289 1,221 1,129 1,147 1,145 1,156 1,164 1,127

収益的支出 4,276 4,191 4,161 4,385 4,328 4,367 4,398 4,285 4,397 4,226

減価償却費等 2,304 2,232 2,189 2,278 2,295 2,232 2,249 2,136 2,196 2,070

企業債利息等 191 195 200 214 214 213 214 215 219 217

その他支出 1,781 1,764 1,772 1,893 1,819 1,922 1,935 1,934 1,982 1,939

当年度純損益 657 655 647 372 314 231 164 196 83 131
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〇

９-(3)　下水道事業　②　今後の収支見通し

２．累積資金残高

３．企業債残高

〇汚水処理統合事業が大詰めとなることや、

令和12年度以降、帯広川終末処理場の残

施設の設備更新が重なることなどに伴い

建設改良費が増加

〇累積資金残高は企業債の追加借入に伴い、

増加傾向となり、令和12年度末で50.0億円、

令和17年度末で52.8億円となる見込み

追加借入分を除くと令和12年度末で11.7億

円、令和17年度末で9.2億円を確保

〇前回の料金改定時に、大規模災害時など

にも安定的な事業運営を維持できる累積

資金残高を、下水道使用料収入の30％

（約８億円）としており、ほぼ同水準を

確保できる見込み

〇企業債の追加借入を行うものの、企業債

残高は、令和12年度までの５年間で9.8

億円減少、更に令和17年度までの５年間

で16.9億円減少する見込み
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下水道事業の今後の収支見通し（詳細）

資本的収支（税込） （単位：百万円）

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

資本的収入 1,648 1,836 3,130 1,498 1,385 1,647 1,682 2,161 1,360 1,211

企業債 1,098 1,081 1,813 946 881 992 1,023 1,273 860 797

(うち建設企業債) 948 963 1,740 885 850 968 1,006 1,262 854 793

国庫補助金 541 749 1,311 481 406 553 561 789 485 407

その他収入 9 6 6 71 98 102 98 99 15 7

資本的支出 3,066 3,209 4,465 2,926 2,778 3,031 3,133 3,637 2,815 2,629

建設改良費 1,609 1,824 3,173 1,554 1,470 1,744 1,784 2,268 1,477 1,327

償還金 1,455 1,385 1,291 1,371 1,307 1,286 1,346 1,368 1,335 1,300

その他支出 2 0 1 1 1 1 3 1 3 2

資本的収支不足額 1,418 1,373 1,335 1,428 1,393 1,384 1,451 1,476 1,455 1,418

（単位：百万円）

R8末 R9末 R10末 R11末 R12末 R13末 R14末 R15末 R16末 R17末

累積資金残高 3,126 3,737 4,428 4,720 4,999 5,190 5,267 5,326 5,296 5,281

企業債残高 14,682 14,382 14,906 14,482 14,058 13,765 13,442 13,347 12,873 12,369

で16.9億円減少する見込み

44



〇

９-(3)　下水道事業　②　今後の収支見通し

累積資金残高の増加要因
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累積資金残高と企業債追加借入分残高の推移

累積資金残高

企業債追加借入分残高

差額9.2億円

（億円）

追加借入により

使わなかった分

累積資金が増加

差額11.7億円 これらの差額が実質

的な累積資金残高

〇令和６年度以降、汚水処理施設等の整備については、交付税措置を最大限に活用するため、可能な

限り企業債を追加借り入れ

そのため、整備の財源として累積資金を使う必要がなくなったため累積資金残高が増加

〇令和12年度末における累積資金残高は50.0億円であるが、追加借入した企業債残高が38.3億

円あり、差し引き実質的な累積資金残高は11.7億円

同様に、令和17年度末の実質的な累積資金残高は9.2億円と、確保すべき額としている８億円

とほぼ同水準
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９-(4)　簡易水道事業　①　簡易水道料金収入の見通し

簡易水道料金収入の見通し（税抜）
〇家事用、業務用は、給水人口の減少等に伴い微減
〇営農用等は、横ばいで推移
〇簡易水道料金収入全体では、
　　令和12年度までの５年間で　　 50万円の減少
　　令和17年度までの５年間で　　200万円の減少
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有収水量と簡易水道料金収入の見通し（詳細）（税抜）

簡易水道料金（税抜） （単位：千㎥、百万円）

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

有収水量 483 483 480 479 477 477 473 472 470 470

料金収入 128 128 127 127 127 127 126 125 125 125

有収水量 163 162 160 160 158 158 155 154 153 152

料金収入 40 40 39 39 39 39 38 38 38 37

有収水量 40 40 39 39 39 39 38 38 38 38

料金収入 12 12 11 11 11 11 11 11 11 11

有収水量 280 281 281 280 280 280 280 280 279 280

料金収入 76 76 77 77 77 77 77 76 76 77

業務用

営農用等

簡易水道
料金合計

家事用
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〇

９-(4)　簡易水道事業　②　今後の収支見通し

１．当年度純損益

〇収益的支出は、岩内浄水場の設備更新や管路の耐震化等に伴う減価償却費の増により

増加が続く

〇一般会計からの収支不足補てん繰入れは、増加傾向で推移

〇結果、令和８～12年度までの各年度の純損益は 100万円～△2,000万円 発生

令和13～17年度までの各年度の純損失は △400万円～△1,000万円 発生
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簡易水道事業の今後の収支見通し（詳細）

収益的収支（税抜） （単位：百万円）

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

収益的収入 192 257 231 239 253 256 272 274 291 299

簡易水道料金 128 128 127 127 127 127 126 125 125 125

長期前受金戻入 15 20 15 15 14 13 12 12 12 13

その他収入 49 109 89 97 112 116 134 137 154 161

収益的支出 212 270 240 238 253 260 277 283 298 309

受水費 14 14 14 14 16 16 16 16 16 17

減価償却費等 50 87 77 81 88 89 98 97 99 102

企業債利息等 21 25 28 33 36 42 48 54 60 67

その他支出 127 144 121 110 113 113 115 116 123 123

当年度純損益 △ 20 △ 13 △ 9 1 0 △ 4 △ 5 △ 9 △ 7 △ 10

収支不足補てん繰入 8 64 39 35 36 28 27 26 32 39
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〇

〇

９-(4)　簡易水道事業　②　今後の収支見通し

２．累積資金残高

３．企業債残高

〇建設改良費は、令和11年度までは2.2億円

程度、令和12年度以降は3.1億円程度で

推移

〇収支不足分に対する一般会計からの繰入れ

により、累積資金残高はゼロで推移

〇企業債残高は令和12年度までの５年間で

8.1億円増加、更に令和17年度までの５年

間で10.4億円増加する見込み
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簡易水道事業の今後の収支見通し（詳細）

資本的収支（税込） （単位：百万円）

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

資本的収入 205 197 216 208 288 292 297 293 297 296

企業債 205 197 216 208 288 292 297 293 297 296

その他収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資本的支出 271 270 290 294 389 392 406 396 405 403

建設改良費 222 217 232 228 306 307 314 312 317 319

償還金 49 53 58 66 83 85 92 84 88 84

資本的収支不足額 66 73 74 86 101 100 109 103 108 107

（単位：百万円）

R8末 R9末 R10末 R11末 R12末 R13末 R14末 R15末 R16末 R17末

累積資金残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

企業債残高 1,589 1,733 1,891 2,033 2,238 2,445 2,650 2,859 3,068 3,280
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９-(4)　農村下水道事業　①　農村下水道使用料収入の見通し

農村下水道使用料収入の見通し（税抜）
〇集落排水処理区域人口の減、合併処理浄化槽設置数増により、
　農村下水道使用料収入は、
　　令和12年度までの５年間で　　30万円減少
　　令和13～17年度の５年間は　　同額で推移
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有収水量と農村下水道使用料収入の見通し（詳細）（税抜）

現行算定期間(百万円)
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〇

９-(5)　農村下水道事業　②　今後の収支見通し

１．当年度純損益

〇収益的支出は、浄化槽の増に伴う維持管理費や減価償却費の増により増加が続く

〇一般会計からの収支不足補てん繰入れは、増加傾向で推移

〇結果、令和８～12年度までの各年度の純利益は 3,000万円程度 発生

令和13～17年度までの各年度の純利益は 2,500万円程度 発生
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農村下水道事業の今後の収支見通し（詳細）

収益的収支（税抜） （単位：百万円）

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

収益的収入 201 209 219 224 225 228 235 234 240 246

農村下水道使用料 29 29 28 28 28 28 28 28 28 28

長期前受金戻入 12 13 12 12 11 11 11 10 10 10

その他収入 160 167 179 184 186 189 196 196 202 208

収益的支出 170 178 185 190 196 201 210 210 216 221

減価償却費等 57 59 60 60 60 61 64 65 66 68

企業債利息等 10 10 11 12 12 13 14 14 15 16

その他支出 103 109 114 118 124 127 132 131 135 137

当年度純損益 31 31 34 34 29 27 25 24 24 25

収支不足補てん繰入 105 110 118 123 124 125 128 126 130 133
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〇

〇

９-(5)　農村下水道事業　②　今後の収支見通し

２．累積資金残高

３．企業債残高

〇建設改良費は、清川集落排水の設備改修等

がある令和13年度を除けば、1.1億円程度で

推移

〇収支不足分に対する一般会計からの繰入れ

により、累積資金残高はゼロで推移

〇企業債残高は令和12年度までの５年間で

0.6億円増加、更に令和17年度までの５年

間で0.8億円増加する見込み
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農村下水道事業の今後の収支見通し（詳細）

資本的収支（税込） （単位：百万円）

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

資本的収入 63 66 74 75 68 102 63 63 64 65

企業債 58 61 62 66 60 77 58 58 59 60

国庫補助金 0 0 7 3 3 20 0 0 0 0

その他収入 5 5 5 6 5 5 5 5 5 5

資本的支出 146 151 164 165 155 189 150 150 152 156

建設改良費 96 100 111 114 108 143 104 105 106 107

償還金 50 51 53 51 47 46 46 45 46 49

資本的収支不足額 83 85 90 90 87 87 87 87 88 91

（単位：百万円）

R8末 R9末 R10末 R11末 R12末 R13末 R14末 R15末 R16末 R17末

累積資金残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

企業債残高 753 763 772 787 800 831 843 856 869 880
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10　今後の上下水道料金のあり方（令和８～17年度）

(1)　次期の上下水道料金算定期間

(2)　上下水道料金改定の必要性
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10-(1)　次期の上下水道料金算定期間

〇現行の上下水道料金の算定期間

「料金の安定性」「期間的負担の公平」「原価把握の妥当性」などを考慮し、

おおむね３年から５年の期間を基準

令和３年度から令和７年度までの５年間

〇水道法施行規則、水道料金算定要領（日本水道協会）

次期の上下水道料金の算定期間

料金の安定性などを踏まえ 令和８年度から令和12年度までの５年間 とする
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10-(2)　上下水道料金改定の必要性

上下水道料金の算定

適正な原価（総括原価）の算定

収益的

支 出

資 産

維持費

収益的

収 入

総括

原価

人件費、薬品費、動力費、

修繕費、受水費、

減価償却費、支払利息 等

上下水道料金収入

以外の収入

上下水道施設の計画的な更新の原資と

して内部留保し再投資されるべき額

料金算定において総括原価に含める

べき額は、償却資産の３％が目安

上下水道料金の決定原則（地方公営企業法）

①公正妥当性 ②適正な原価 ③健全運営の確保

上下水道

料 金

収益的

支 出

資 産

維持費

収益的

収 入

上下水道

料 金

上下水道料金収入を含む収入

当年度純利益
資産維持費として、一定程度の純利益の確保が必要
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10-(2)　上下水道料金改定の必要性

次期の上下水道料金の算定期間である令和12年度まで

水道事業 1.1～3.0億円の純利益を確保

下水道事業 3.1～6.6億円の純利益を確保

以降、減少傾向となるが上下水道事業ともに、令和17年度まで純利益を確保

次期の上下水道料金の料金算定期間である令和８年度から令和12年度までの５年間は、

今後必要となる施設整備にかかる投資費用を見込んだ収支見通しでは、

累積資金残高

次期の上下水道料金の算定期間の最終年度である令和12年度末で

水道事業で11億円、下水道事業で追加借入分を除き12億円を確保し、

安定的な事業運営が可能

令和17年度末でも、水道事業で9.7億円、

下水道事業で追加借入分を除き9.2億円を確保

令和13年度以降の上下水道料金体系については、今後の収支状況を踏まえ改めて検証

当年度純損益

水道料金、下水道使用料ともに、現行の料金体系を維持することが可能

簡易水道料金 及び

農村下水道使用料は、

市街地と同一の料金

体系を適用
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11　健全かつ安定的な運営の持続に向けて

■経営改善プランの主な取組項目

今後も、健全かつ安定的な運営を持続するため、コスト縮減や業務効率化をはじめ、

上下水道事業への市民理解の促進などに向け、さらなる取組みを推進していく

〇今後５年間は、現行の料金体系を維持することが可能であるが、長期的には、水道事業、

下水道事業とも純利益や累積資金残高は減少する見込み

〇令和４年９月に経営改善プランを策定し、料金収納業務等の包括委託の導入や、稲田

浄水場・帯広川下水終末処理場の施設劣化度調査などの取組みを実施

柱に基づく取組項目（抜粋）

施設設備の計画的な更新

水道や下水道管の更新計画の見直し　など

料金収納業務等包括委託の導入

将来に負担を先送りしない企業債の発行

水道料金・下水道使用料体系の検証　など

人材育成の推進

業務効率化の推進

３つの取組の柱

①
将来を見据えた
施設整備

② 経営の効率化

③
人材育成と
業務の効率化
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